
令和元年6月公表

１　職員の任免及び職員数に関する状況
⑴ 職員の任用状況

　　　　①採用試験の状況（平成30年度実績）

　　　　②採用の状況（平成31年4月1日採用）

　　　　③職員の離職状況（平成30年度実績）

⑵ 部門別職員数の状況

（各年４月１日現在）

（注）　職員数は一般職に属する職員数である。
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那須烏山市人事行政の運営等の状況について
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　那須烏山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、平成３０年度における那須烏山市の人事
行政運営等の状況について、次のとおり公表します。
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令和元年6月公表

２　職員の人事評価の状況

３　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況
⑴ 人件費の状況（普通会計決算）

⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成30年4月1日現在の人数である。

⑶ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成30年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

⑷ 職員の初任給の状況（平成30年4月1日現在）

円 円

円 円

⑸ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(注)　「―」印については、該当者がいないことを表す。

⑹ 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成30年4月1日現在）

一人当たり
給与費 B/A
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千円
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千円
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Ｂ／Ａ
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人件費
　　　　　　Ｂ

期末・勤勉手当

　　　　　千円

319,580

教育職

大　学　卒

職員数
　　　　　　Ａ

226

住民基本台帳人口

（平成31年1月1日）

人　 　　　　　千円
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％
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％
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人

144,500

中　学　卒

課長補佐の職務
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一般行政職

区　分

高　校　卒 ― ―

人
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％
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％

人
10.3
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26
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303,930

18
％

課長、主幹の職務

人

418,720
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参事、課長の職務

中　学　卒
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―

390,550

314,350

―
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―
技能労務職
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経験年数10年

人
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人

人

４　　級
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　本市では、明るく活気ある人材の育成、活力ある組織づくり等を目的とした人事評価制度を導入しております。
〇人事評価制度は、対象期間における目標の達成度を評価する「業績評価」、業務遂行上発揮された能力や職
務への取り組み姿勢を評価する　「能力評価」、業績評価と能力評価を合わせて総合的に評価する「総合評価」
により行っています。
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⑺ 職員手当の状況

　　

⑻ 特別職の報酬等の状況

円 ６月期

円 12月期

円 計

※役職加算率　45％

円 ６月期

円 12月期

円 計

※役職加算率　15％

副 議 長

議 長

（平成30年度支給割合）

【加算措置の状況】
職制上の段階、職務の級等による加算措置　有　（役職加算5％～15％）

報
　
酬

給
　
料

47.709　月分　

47.709　月分　 47.709　月分　

► 参事の職　　44,300円
► 課長の職　　37,400円
► 主幹の職　　27,800円

► 配偶者 6,500円
► 子 1人につき10,000円
► 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子5,000円加算
► 父母等 1人につき6,500円

家賃12,000円以上の借家 　上限27,000円
※市内在住者に限る

► 交通機関等利用（運賃等の相当額）　　上限55,000円
► 自動車等利用（通勤距離に応じ）　　　　2,000円～31,600円

医師手当、医学研究手当
※診療所医師に限る

正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給
※勤務日における時間外勤務１時間につき
●⇒　当該職員の時間単価×125/100
※週休日における時間外勤務１時間につき
●⇒　当該職員の時間単価×135/100
※午後10時から翌日の午前５時までの場合は、25/100を加算

時間外勤務手当

区 分

市 長

教 育 長

28.0395　月分　 33.27075　月分　

39.7575　月分　35年

最高限度額

2.325月分　

4.45月分　

議 員

2.60月分　

0.90月分　

0.95月分　

1.85月分　

2.125月分　

副 市 長

区分 内容

期末手当
勤勉手当

退職手当

期末手当 勤勉手当

宿日直勤務　１回につき4,400円
※勤務時間が５時間未満の場合は2,200円

計

６月期

12月期

管理職手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

計

1.225月分　

1.375月分　

勤続年数

20年

25年

応募認定・定年

19.6695　月分　 24.586875　月分　

自己都合

1.775 月分

3.35 月分

750,000

610,000

370,000

300,000

270,000

560,000

期末手当

（平成30年度支給割合）

（平成30年度支給割合）

1.575 月分

1.775 月分

3.35 月分

1.575 月分

月　額

宿日直手当

【その他の加算措置】
▸ 定年前早期退職特例措置　有　（2％～45％加算）
▸ 退職時特別昇給　無

（平成30年4月1日現在）
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⑼ 勤務時間の状況

⑽ 年次有給休暇の取得状況（平成30年度）

⑾ 介護休暇の取得状況（平成30年度）

４　職員の休業に関する状況
育児休業及び部分休業の取得状況（平成30年度）

５　職員の分限処分及び懲戒処分の状況
⑴ 分限処分（平成30年度）

（注）　人数は実人数。

⑵ 懲戒処分（平成30年度）

（注）　人数は実人数。

６　職員の服務の状況

７　退職管理の状況

８　職員の研修の状況
　（平成30年度）

2

戒告

８時30分～17時15分

12時00分～13時00分

9.4

介護休暇 0

１週間の勤務時間

１日の勤務時間

女

0

種類
取得者数（人）

種類
取得者数（人）

男
計（人）

0

人数

合計

休職

7

1

7

1

0

降任 免職

0 0

0

育児休業 0

部分休業

合計

2

受講人数（人）

98

免職 停職 減給

人数 0 0 0

42栃木県市町村振興協会研修

備考

一般職員研修、公文書作成力向上研修ほか18研修

コミュニケーション講座、組織内リスク管理講座ほか１9研修

　職務の公正な執行及び住民の信頼を確保するため、地方公務員法に基づき、退職管理の適正化に努め
ています。

　すべての地方公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の執行にあたって
は、全力をあげてこれに専念しなければなりません。
●これを実現するために職員には、「法令等及び上司の職務上の命令に従う義務」、「職務に専念する義
務」、「信用失墜行為の禁止」、「秘密を守る義務」、「政治的行為の制限」、「争議行為などの禁止」、「営利企
業等の従事制限」などの義務が課せられています。

一般職員平均使用日数

38時間45分

計（人）
男 女

休憩時間

0

主催者

塩谷・那須南ブロック研修
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９　職員の福利及び利益の保護の状況
⑴ 健康診断実施状況（平成30年度）

⑵ 福利厚生事業に関する状況（平成30年度）

⑶ 公務災害補償制度の状況（平成30年度）

⑷ 不利益処分に関する不服申立て状況（平成30年度）

該当なし

⑸ 職員からの苦情の処理の状況（平成30年度）

該当なし

①市町村職員共済組合について

区分

短期給付

福祉事業

健康診断 定期健康診断、人間ドック、ストレスチェック

健康相談 メンタルヘルスカウンセリング、健康相談事業

種類

公務災害

通勤災害

認定件数

0

1

内容

病気、怪我、出産、死亡、休業、災害に対する給付

退職、障害、死亡に対する年金や一時金の給付

健康の保持増進、貯金、貸付、物資、宿泊施設等の事業

長期給付

区分

給付事業

保険助成事業

②那須烏山市職員互助会について

内容

結婚祝金、出産祝金、病気見舞金、弔慰金、災害見舞金、餞別

人間ドック助成金、脳ドック助成金、インフルエンザ予防接種助成金、PET検査助成金

区分 内容
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